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4.現状分析 1.はじめに 
 現在,本学において受講学生,特に本課題を経験する 3 年
生を中心に現状での意識調査を実施した.調査内容は,講義
系,実習系それぞれについてPBLの定義にある能力を,授業
の中で養うことができていると思うか,また,その能力は大
学教育で必要だと思うかを調査した.分析結果の一部を図
-1,2,3に示す. 

現在の大学教育の問題点は,学生の向学心の低下,大学側

の教育理念・目標の不明確さ等が挙げられているが,学生の

向学心低下の原因として,受動的教育で主体的に学ぶ姿勢

がとれないことや,記憶するだけの学習等多いことが考え

られる.また,土木教育においては,知識,技術だけではなく,

技術進歩や知識統合の速度が非常に早くなった現代社会に

おいて,技術者として,社会生活に役立つ新しいものや新し

い考え方を作り上げることのできる創造的能力を養成する

必要があると感じる. 

 
 
 

 創造的能力を養成する学習方法として PBL (Problem/ 
Project-Based Learning)1)がある.PBL の中で強調されて
いるのは,個人の能力向上とチームワーク作業を通じて体
験することであり,PBL の狙いは,学生主導で問題を考え,
課題設定,課題解決能力を養成することである.また,その他
にも,学習への動機付け,能動的自己学習,応用力,幅広い統
合化能力,コミュニケーション能力,チームワーク能力,専

門家意識など社会人として要求されている能力の教育が可

能にする教育法とされている. 
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図-1実習系授業について 
 
 
 

そこで,本研究ではPBLに注目し,学生の学習意欲と教育
方法の向上を主な目的とし,PBL を適用した土木系教育の
課題を提案する. 
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2.既存研究のレビュー  
図-2講義系授業について 
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 PBLの学習方法は1960年代カナダの医学教育関係で始
まり現在では広い分野で適用されている.大学の工学系教
育でも,西田は大学院生の教育研究指導にPBLの手法を用
いた2).また,近藤,宮近らは,鳥取大学工学部機械工学科の教
育カリキュラムの中で「機械工学実践教育プロジェクト」

として,地元企業と連携したPBL教育を行っている3).しか
し,土木系教育にはPBLを適用した教育はあまり見られな
い. 
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図-3レポートの取り組み方と本学科選択理由との関係  
3.研究方法  
 今回実施する本課題の教科については地盤工学とし,課
題内容を決定するにあたっては,学生の意見を取り入れて
検討することに適している AHP法を用いる. 

図-1,2 から,比較的全項目が養われているという実習系
授業に対し,講義系の授業では協調性,自己学習力,コミュニ
ケーション能力が授業内で養われていないと感じているこ

とがわかった.また,全項目において, 7割以上の学生が大学
教育で必要だと感じている. 

AHP法では,参加者の総合ウエイトをクラスター分析し,グ
ルーピングする.その後,討論を行い,代替案を修正しながら
課題を決定する.今回は地盤工学の授業を例にし,課題の決
定・実施をする.また,学生の学習意欲の改善を目的として
おり,学生に現状の授業についてのアンケートを実施し,課
題終了後にも事後評価を実施し,比較・分析する. 

しかし,ほぼ全ての能力が養われると感じられた実習系
の授業は少なく,講義系の授業が主とされている大学教育
において,学生が必要としている能力を養うための授業が
少ないのが現状である. 

  



図－3の「レポート・課題の取り組み方」と,「本学科を
選んだ理由」の関係をみると,本学科を選んだ理由が「将来
を考えて」や「資格取得のため」に等,目標がある学生につ
いては,レポート・課題を自分でやる割合が一番高く,「な
んとなく」選んだ学生については人のレポート・課題を写

す割合が高いという傾向にあった. これらの結果から考
察すると,レポート・課題は学習に対する自己の意欲で取り
組み方が違い,また,学習に対する意欲は,どのような目的で
大学に来ているかで違うと推測した.また,学生が必要とし
ている能力を,授業形態の主である講義系授業でも養うこ
とが可能になる課題の設定が必要であり,また,学習意欲を
高める課題の取り組み方を考える必要がある.このことか
ら 5章では PBLに着目した課題を検討する. 
 
5.PBLを適用した課題 4) 
 本研究においては「地盤工学」という講義を対象として,
課題の検討を行うこととする.検討に際しては AHP法を用
い,対象講義の担当教授と 10名の学生との協力を得て実施
した.実施内容を図-4に示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 実施内容 
 
(1)評価要因の選定と代替案の設定 
評価要因を選定するにあたっては,内部従属を考慮し,4
要因を選定した.また,代替案については,課題の取り組み方
を重視しており,テーマの内容で課題を決定することを避
けるため,テーマ・学習内容は同じものとした.取り組み方
は評価要因を参考に,「発表メイン型」・「学習メイン型」の
2種類とする.「発表メイン型」・「学習メイン型」を代替案
1,2とし,今回の階層図を図-5に示す. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5階層図 
 
(2)参加者のグルーピング 
参加者全員の総合評価ウエイトからをクラスター分析し,
グルーピングを行う.また,クラスタリングされたグループ

毎にそれぞれの評価要因ウエイトと総合評価ウエイトを算

出した.各グループの評価要因ウエイトと総合評価ウエイ
トを図-6,7 に示す.それぞれの総合評価ウエイトから,各グ
ループが推進している代替案を明示する.代替案 1 はグル
ープ１とし,2はグループ 2とした. 
(3)代替案の修正 
 まず,各グループの評価要因ウエイトと総合評価ウエイ
ト図-6,7 から,グループが重視しているものを,グループご
とに話し合い明示した.その後,明示したことについて討論
を行い,互いの妥協点を模索し,修正しながらひとつの課題
になるよにまとめていった. 
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図-6各グループの総合評価ウエイト 
 

評価要因の選定と代替案の設定 
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図-7各グループの評価要因ウエイト 
 
(4)課題内容の詳細の決定 

(3)で仮決定した課題の内容について,参加者全員で話し
合い詳細を決めていき,全員が満足する課題を作成した. 
 
6.おわりに 
本研究では,学生の課題の取り組みにおける現状につい
て意識調査を行い,傾向を明らかとした.さらに「地盤工学」
を対象として PBL の適用を考慮に入れた課題の提案を行
った.今後は本研究で提案・検討を行った課題を実践し,そ
の効果分析を行うこととする. 地盤工学における PBLを適用した課題の決定 
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